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小売業や旅行業を営む企業では、将来、商品やサービスの購入

時に利用できる商品券や旅行券を販売する場合があります（こ

れらは当該企業の商品やサービスのみに利用でき、返金不要

なものとします）。これらの商品券等の一部は、将来にわたって

利用されない可能性がありますが、当該部分について、どのよ

うな会計処理を行うことになりますか。

Q

商品券等を販売した時点では、将来、商品やサービスを提供する

義務が残るため、契約負債を認識します。このうち、将来にわたっ

て利用されない部分（非行使部分）について、将来、企業が権利を

得ると見込む場合（すなわち、あらかじめ顧客が権利を行使しな

いと見込まれる場合）は顧客が権利を行使するパターンに比例し

て収益を認識し、権利を得ると見込まない場合は顧客が残りの権

利を行使する可能性が極めて低くなった時に収益を認識します。
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■会計基準等の定め（会計基準第54 項、第78 項、適用指針第52 項から第55 項）

企業は、将来において財又はサービスを移転する（又は移転するための準備を行う）という履行義務について、顧客から

支払を受けた時に、支払を受けた金額で契約負債を認識し、当該履行義務を充足した時に、契約負債の消滅を認識し、

収益を認識します（適用指針第52項）。また、顧客から企業に返金が不要な前払いがなされた場合、将来において財又

はサービスを受け取る権利が顧客に付与されますが、顧客は、当該権利のすべては行使しない場合があり、顧客により

行使されない権利を「非行使部分」といいます（適用指針第53項）。収益基準では非行使部分に係る会計処理を図表1の

とおり定めています（適用指針第54項及び第55項）。
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非行使部分について、顧客がその権利を行使しないことが見込まれるか（収益を認識しても、その後著しい収益の減額
が生じない可能性が高いか）。

図表１非行使部分に係る会計処理

非行使部分に係る金額について、顧客による権利
行使のパターンと比例的に収益を認識する。

非行使部分に係る金額について、顧客が残りの権
利を行使する可能性が極めて低くなった時に収益
として認識する。

はい いいえ

見込みを変更した場合
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■事例1  非行使部分の権利を得ると見込む場合

■前提条件
• X1年度において小売業者A社は自社でのみ使用可能な商

品券（額面100千円）を顧客に販売し、代金100千円を受領

した。

• A社は類似の商品券に関する過去の経験に基づき、販売金

額の10％が非行使になると見込んでいるが、非行使部分に

相当する金額を顧客に返金する必要はない。

• 10％を非行使部分と扱って権利行使と比例的に収益認識

したとしても、その後に収益の著しい減額が生じない可能

性が高い。

• X1年度において、顧客はこの商品券のうち、54千円を利用

した。

A社

顧客

商品券（※）100千円

（※）非行使部分を10％と
   見込み、当該部分について
   権利を得ると見込む

■会計処理

❶商品券販売時（X1年度）

現金預金  100 ／  契約負債  100

※非行使部分に係る金額について、権利行使パターンと比例的に収益に認識す
る（（100 千円×10％）×54千円/（100 千円×90 ％）＝6千円）

（単位：千円） ❷商品券利用時（X1年度）

契約負債  54 ／  売上高  54
契約負債   6 ／  売上高  6

（単位：千円）
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■事例2  非行使部分の権利を得ると見込まない場合

■前提条件
• X1年度において小売業者A社は自社でのみ使用可能な商

品券（額面100千円）を顧客に販売し、代金100千円を受領

した。

• A社は行使されなかった商品券の価値相当について、顧客

に返金する必要はない。

• 商品券は発行日から2年後に失効するが、A社は過去に類似

の商品券の販売を行っておらず、過去の情報を有していな

いため、その後に収益の著しい減額が生じない可能性が高

い非行使部分の金額を見積る能力を有していない。

• X1年度において、顧客はこの商品券のうち、54千円を利用

した。

A社

顧客

商品券（※）100千円

（※）非行使部分の権利を得ると見込めない

■会計処理

❶商品券販売時（X1年度）

現金預金  100 ／  契約負債  100

※なお、非行使部分の金額については、顧客が残りの権利を行使する可能性が
極めて低くなった時点で収益を認識するため、商品券利用時には認識しない。

（単位：千円） ❷商品券利用時（X1年度）

契約負債  54 ／  売上高  54

（単位：千円）
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